
全国中学校体育大会における今後の対応

全国大会組織の在り方改革プロジェクト（R3~R5）

これまで全中大会を９（途中より８）開催地にて５回ローテーションで実施する中で多くの課
題が挙げられた。日本中体連では、長年にわたり解決を目指し以下の対策を行なってきた。

① 少子化対策として、３年生になり部員数が少なくなっても大会に出場できるような配慮として
「合同チーム」の参加を認めた。（H15日本中体連）

② 教員の多忙化対策として「外部指導者の引率やベンチ入り」（H7.H14）、部活動指導員の監督を
認めた(H30日本中体連)、外部指導者に引率及び監督の資格を認める。（R5~日本中体連）

③ 気候変動による暑熱対策は、生徒の生命安全確保のため最優先課題と据え、大会日数の増加や競
技時間の変更、大会運営が困難な場合の参加者数の縮小や空調設備（設置）設置のための費用負担の
増大などを行なってきた。（H29〜日本中体連）
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全国大会組織の在り方改革プロジェクト（R3~R5）
＜少子化問題＞



全国大会組織の在り方改革プロジェクト（R3~R5）
（文部科学省掲載図表データ）

＜R4勤務実態調査＞



全国大会組織の在り方改革プロジェクト（R3~R5）

日本平均気温の上昇（気象庁より）
長期的には100年あたり1.30℃の割合で上昇長期的には100年あたり1.30℃の割合で上昇

＜気候変動＞



「全国大会組織に関するアンケート調査」令和４年度

１ 目的

日本中学校体育連盟全国大会組織の在り方改革プロジェクトにおいて、令和９年度

（全国大会開催ローテーション６巡目開始年度）以降の全国大会組織の在り方を検

討する上で、全国の中学校生徒・保護者・教職員らからの意見を元に全国大会の現

状と課題を明らかにし、今後の方向性を決定する基礎データとする。

２ 調査結果回収状況

全国４７都道府県の中学校生徒、保護者、校長・教員、中学校体育連盟事務局

    調査対象合計36,000名 回答者合計：25,790名
  回収率  生徒85.0%(18,373名/21,600名)

  保護者51.2%(3,720名/7,200名)
  教員（校長・教員）42.6%(3,064名/7,200名)
  中学校体育連盟事務局教職員（633名)



「全国大会組織に関するアンケート調査」集計結果

＜１＞目標とする大会 「７割が都道府県大会を目標」



＜２＞全国大会の形式「生徒２６%が交流大会を希望」

「全国大会組織に関するアンケート調査」集計結果



「全国大会組織に関するアンケート調査」集計結果

＜３＞大会の競技種目数「６０%以上が全体の８割」



「全国大会組織に関するアンケート調査」集計結果

＜４＞大会の日数「３日間が５０%を超える」



「全国大会組織に関するアンケート調査」集計結果

＜５＞部活動の目的と成果「人間的成長が期待できる９０％以上」



全国中学校体育大会における今後の対応

全国大会組織の在り方改革プロジェクト（R3~R5）

〜学校教育活動に資することを目的とする
「持続可能な全中大会」実現のために〜

(1) 多様な大会の在り方の検討

(2) 大会形式の見直し

(3) 大会の縮減

(4) 大会規模の縮小

(5) 大会分担の均衡化を図る

(6) 大会の在り方の継続した検討
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